
第73回全国労働衛生週間の実施について

全国労働衛生週間は、昭和25年の第１回実施以来、国民の労働衛生に関する意識を高揚させ、
事業場における自主的労働衛生管理活動を通じた労働者の健康確保に大きな役割を果たし、今
年で第73回目を迎えます。今回は、全国労働衛生週間についてのお知らせです。

全国労働衛生週間スローガン

建設業の労働災害をなくすために ～大野労働基準監督署からのお知らせ～

令和４年度第６回

「あなたの健康があってこそ 笑顔があふれる健康職場」
準備期間：９月１日から９月30日 本週間：10月１日から10月７日

福井労働局の重点目標
１ 職場における新型コロナウイルス感染症の拡大防止
２ 事業場における治療と仕事の両立支援の推進
３ 化学物質による健康障害の防止に向けた今後の法改正令の周知や取組の徹底

令和４年度全国労働衛生週間実施要綱（抜粋）

○ 全国労働衛生週間中に実施する事項
１ 事業者又は総括安全衛生管理者による職場巡視
２ 労働衛生旗の掲揚及びスローガン等の掲示
３ 労働衛生に関する優良職場、功績者等の表彰
４ 有害物の漏えい事故、酸素欠乏症等による事故等緊急時の災害を想定した実地訓練等の実施
５ 労働衛生に関する講習会・見学会等の開催、作文・写真・標語等の掲示、その他労働衛生の意
識高揚のための行事等の実施

○ 準備期間中に実施する事項（日常の労働衛生活動の総点検事項 主なもの）
１ 過重労働による健康障害防止のための総合対策に関する事項
２ メンタルヘルス対策、健康管理対策の推進に関する事項
３ 労働衛生教育の推進に関する事項
４ 腰痛予防対策の推進に関する事項
５ 化学物質、石綿による健康障害防止対策に関する事項
６ 粉じん障害防止対策の徹底に関する事項
７ 騒音障害防止対策、振動障害防止対策の徹底に関する事項
８ 酸素欠乏症等の防止対策、一酸化炭素中毒防止のための換気等に関する事項
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石綿による遺族補償給付件数と

労働災害による死亡者数の推移（全国）

肺がん 中皮腫 その他 労働災害死亡者数

石綿による疾病で亡くなられ遺族補償給付を受けられる方は年々
増加し、墜落等の労働災害で亡くなられる方と変わらない件数です

精神の障害により労災補償の支給決定を受けられる方は増加
傾向にあり、建設業では全産業の１割ほどを占めています
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１ 職場における新型コロナウイルス感染症の拡大防止

● 職場における新型コロナウイルス感染症の拡
大防止対策の徹底を図るためには、事業者が
対策に取り組む方針を定め、全ての労働者に
これを伝え、取組の趣旨を踏まえて、感染拡大
防止に向けた労働者一人ひとりの行動変容を
促すことが重要です。

● 「取組の５つのチェックポイント」や「職場におけ
る新型コロナウイルス感染症の拡大を防止する
ためのチェックリスト」を活用し、感染防止対策
に取り組みましょう。

３ 化学物質による健康障害の防止に向けた今後の法改正令の
周知や取組の徹底

● 化学物質による労働災害の
うち、特定化学物質障害予防
規則等の特別則の規制対象
となっていない物質を起因す
るものが全体の約８割を占め
ています。

● 今後の化学物質管理のあり
方について、特別則等による
個別具体的規制を中心とする
規制から、自律的な管理を基
軸とする規制に転換されます。

２ 事業場における治療と仕事の両立支援の推進

● これまで健康だった人が病気にかかり、治療が必要になると、
以前のとおりには働けなくなるケースが出てきます。治療しなが
ら働くことを希望する人にとっては、治療と仕事を両立させるか
どうかは大きな問題です。そのため、事業場においては、労働
者が病気を抱えながら仕事を続けていくことができるように、治
療と仕事の両立支援に係る取組が重要です。

「職場における化学物質対策に
ついて」の情報はこちら

職場における新型コロナウイルス感染症拡大防止に関する情報は、厚生労働省HPのこちらをチェック！

厚生労働省では「治療と仕事の両立支援
のためのガイドライン」を策定しています

現在在籍している
44.8%

過去に在籍していた
28.3%

いない・未回答
26.9%

入院や通院が必要な労働者の状況

（在籍の有無）

県内でも７割以上の事業場
に入院、通院を必要とする
労働者が在籍しています
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治療と仕事の両立
支援イメージキャラ
クター 「ちりょうさ」


